
 

 

医政発 1128第 11号 

令和６年 11月 28日 

 
別記団体の長 殿 
 

厚 生 労 働 省 医 政 局 長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

 

「医師労働時間短縮計画作成ガイドラインの一部改正について」の発出について  

 

 

 

標記については、別添のとおり各都道府県宛て通知しましたので、御了知いただくとと

もに、貴下団体会員等に対する周知方よろしくお取り計らい願います。 

  



 

 

(別記) 

一般社団法人 日本病院会 

公益社団法人 全日本病院協会 

一般社団法人 日本医療法人協会 

一般社団法人 日本社会医療法人協議会 

公益社団法人 日本精神科病院協会 

公益社団法人 全国自治体病院協議会 

一般社団法人 国立大学病院長会議 

一般社団法人 日本私立医科大学協会 

一般社団法人 全国公私病院連盟 

一般社団法人 日本慢性期医療協会 

社会福祉法人 恩賜財団済生会 

公益社団法人 日本歯科医師会 

公益社団法人 日本薬剤師会 

公益社団法人 日本看護協会 

公益社団法人 日本助産師会 

一般社団法人 日本精神科看護協会 

公益財団法人 日本訪問看護財団 

日本赤十字社 

国家公務員共済組合連合会 

全国厚生農業協同組合連合会 

社会福祉法人 北海道社会事業協会 

独立行政法人 国立病院機構 

独立行政法人 労働者健康安全機構 

独立行政法人 地域医療機能推進機構 

国立研究開発法人 国立がん研究センター 

国立研究開発法人 国立循環器病研究センター 

国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 

国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 

国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 

防衛省人事教育局衛生官 

文部科学省高等教育局医学教育課 

 



別添 

 

 

医政発 1127 第 7 号 

令和６年 11月 27日 

都道府県知事 

各 保健所設置市長 殿 

特別区長 

 

厚生労働省医政局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 
 

医師労働時間短縮計画作成ガイドラインの一部改正について 

 
 

医師労働時間短縮計画作成ガイドラインについては、「「良質かつ適切な医療を効率的

に提供する体制の確保を推進するための医療法等の一部を改正する法律」の一部の施行等

について」（令和４年４月１日付け医政発 0401第 31号厚生労働省医政局長通知）により

お示ししているところですが、医療法第 122条第２項及び第３項に基づく医師労働時間短

縮計画の見直しに関する事項について別添のとおり改正しましたので通知いたします。 

なお、令和６年度においては、特定労務管理対象機関が暫定評価時に作成する参考資料

である当該ガイドラインの別添１については、「医師の働き方改革の施行後調査等につい

て（依頼）」（令和６年 10月 1日付け事務連絡）における「２．特定対象医師の時間外・

休日労働の実態調査の実施について」の調査結果に代えることとしても差し支えありませ

ん。また、暫定評価時に作成する参考資料である当該ガイドラインの別添２－１、別添２

－２については、おって情報提供する労働時間短縮に向けた取組の実施状況の情報に代え

ることとしても差し支えありません。 

貴職におかれては、十分御了知の上、必要な取組を行っていただくとともに、管内医療

機関を始め、関係者、関係団体等に周知をお願いいたします。 

 


